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一関市告示第266号 

一関市地域脱炭素移行・再エネ推進重点対策加速化事業費補助金交付要綱を次のように

定め、令和５年６月１日から施行する。 

令和５年６月１日 

一関市長 佐 藤 善 仁      

   一関市地域脱炭素移行・再エネ推進重点対策加速化事業費補助金交付要綱 

（目的） 

第１ 2050年二酸化炭素排出実質ゼロを達成するため、二酸化炭素排出抑制対策事業費交

付金（地域脱炭素移行・再エネ推進交付金）交付要綱（令和４年３月30日付け環政計発

第2203301号環境事務次官通知）及び地域脱炭素移行・再エネ推進交付金実施要領（令和

４年３月30日環政計発第2203303号地域脱炭素推進審議官通知。以下「国実施要領」とい

う。）に基づき、市民及び中小企業者等が再生可能エネルギー設備を設置する場合に要

する経費に対し、予算の範囲内で、一関市補助金交付規則（平成17年一関市規則第52号。

以下「規則」という。）及びこの告示により補助金を交付する。 

（定義） 

第２ この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

 再生可能エネルギー設備 別表第１に掲げる自家消費型太陽光発電設備、蓄電設備、

車載型蓄電池及び充放電設備で、未使用のものをいう。 

 住宅 居住の用に供するために建築された建物（事業の用に供する部分と居住する

部分が併存する建物である場合は、居住の用に供する部分に限る。）をいう。 

 事業所等 事務所、営業所、工場等で、中小企業者等が事業の用に供する施設をい

う。 

 敷地 建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第１条第１項１号に規定する土地

いう。 

 個人 市の住民基本台帳に記録されている者をいう。 

 中小企業者等 中小企業基本法（昭和 38 年法律第 154 号）第２条第１項に規定する

中小企業者又は特定非営利活動法人、農事組合法人、社会福祉法人、一般社団法人・

財団法人、医療法人、組合（生活協同組合、その他中小企業等協同組合法（昭和 24 年

法律第 181 号）に基づく組合等）、人格のない社団等で、中小企業基本法第２条第１
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項各号の要件を満たす者をいう。

 ＥＶ 搭載された電池によって駆動される電動機のみを原動機とし内燃機関を併用

しない検査済自動車（道路運送車両法（昭和26年法律第185号）第60条第１項の規定に

よる自動車検査証の交付を受けた道路運送車両法第２条第２項に規定する自動車。 

以下同じ。）をいう。 

 ＰＨＶ 搭載された電池によって駆動される電動機及び内燃機関を原動機として併

用し、かつ外部からの充電が可能な検査済自動車をいう。 

 オンサイトＰＰＡ ＰＰＡ事業者が住宅若しくは住宅の敷地又は事業所等若しくは

事業所等の敷地に自家消費型太陽光発電設備、蓄電設備及び充放電設備（以下この号

において「太陽光発電設備等」という。）を自ら設置し、当該太陽光発電設備等を所

有し、当該太陽光発電設備等を維持管理した上で、当該太陽光発電設備から発電され

た電力を個人又は中小企業者等に供給するサービスを提供し、個人又は中小企業者等

から当該サービス料金の支払いを受けるものをいう。 

 ＰＰＡ事業者 個人又は中小企業者等に対してオンサイトＰＰＡにより電力を供給

するサービスを提供する事業者をいう。 

 リース契約 個人又は中小企業者等が希望する再生可能エネルギー設備をリース事

業者が代わりに購入して個人又は中小企業者等に使用させ、個人又は中小企業者等か

ら再生可能エネルギー設備の使用に係る対価を回収するものであって、契約期間中の

解約が原則禁止されているものをいう。 

 リース事業者 再生可能エネルギー設備の貸渡しを業とする事業者をいう。 

（補助金の交付対象者） 

第３ 補助金の交付の対象となる者（以下「交付対象者」という。）は、別表第２のとお

りとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市、国、他の地方公共団体等から同様の再生可能エネルギ

ー設備の設置又は購入に係る補助金等の交付を受けているとき又は当該補助金等の交付

を受けている者が同一世帯にいるときは、補助金の交付対象者としない。 

（補助対象設備） 

第４ 補助金の交付の対象となる設備は、再生可能エネルギー設備とする。 

 （補助対象事業） 

第５ 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、再生可能エ

ネルギー設備を設置又は購入する事業とする。 

 （補助額） 

第６ 補助金の交付額（以下「補助額」という）は、別表第３のとおりとする。 
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（補助事業の内容の軽微な変更） 

第７ 規則第６条第１項第１号及び第２号に規定する軽微な変更は、補助金の交付の決定

額に変更が生じない変更とする。 

（申請の取下げ期日） 

第８ 規則第８条第１項に規定する申請の取下げ期日は、補助金の交付の決定の通知を受

領した日から起算して30日以内とする。 

（提出書類及び提出期日） 

第９ 規則に定める提出書類及びこれに添付する書類並びに提出期日は、別表第４のとお

りとする。 

（補助金の交付の条件) 

第10 規則第６条第１項各号に定めるもののほか、次に掲げる事項は、補助金の交付の決

定に付する条件とする。 

  補助金の交付を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、この告示により取得

し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」という。）について、管理するため

の台帳を備え、補助対象事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもって管理

し、補助金の交付の目的に従って、その効率的運用を図らなければならない。  

 補助事業者は、補助対象事業の経理を明らかにした書類を整備し、当該補助対象事

業終了の翌年度から起算して取得財産等に係る耐用年数（減価償却資産の耐用年数等

に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）において減価償却資産ごとにそれぞれ定め

る耐用年数をいう。以下同じ。）に相当する期間（耐用年数が５年未満の取得財産等

は５年。以下「財産処分制限期間」という。）を経過するまでの間保存しなければな

らない。 

 （財産処分の制限） 

第11 補助事業者は、取得財産等を補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、貸し付

け、担保に供し、取り壊し、又は廃棄しようとする場合は、市長の承認を受けなければ

ならない。ただし、財産処分制限期間を経過した場合その他市長が特に必要と認める場

合は、この限りでない。 

（報告の徴収等） 

第12 市長は、補助金の交付事務の適正かつ円滑な運営を図るため、必要があると認める

ときは、補助事業者に対し、随時報告を徴し、又は指導、現地調査等を行うことができ

るものとし、補助事業者はこれに応じなければならない。 

（補則） 

第13 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 
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別表第１（第２関係） 

再生可能エネルギー設備の種類 要件 

自家消費型太

陽光発電設備 

再生可能エネルギー発電設

備（再生可能エネルギー電気

の利用の促進に関する特別措

置法（平成23年法律第108号）

第２条第３項第１号の太陽光

を利用する同法第２条第２項

に規定する再生可能エネルギ

ー発電設備をいう。）であっ

て、当該再生可能エネルギー

発電設備から得た電力を住宅

又は事業所等に供給し、当該

住宅又は事業所等において当

該電力を消費することを目的

に設置するものをいう。 

次に掲げる要件を全て満たすもの。

 国実施要領別紙２の２の のア

の（ア）の交付要件の欄の要件を満

たすこと。 

 自家消費型太陽光発電設備の発

電電力量を計測する機器が設置さ

れること。 

蓄電設備 自家消費型太陽光発電設備

で発生させた電気を蓄え、必

要に応じて住宅又は事業所等

の電気機器等に電気を供給す

る定置型の設備をいう。 

国実施要領別紙２の２の のアの

（イ）の交付要件の欄の要件を満たす

こと。 

車載型蓄電池 ＥＶ及びＰＨＶをいう。 国実施要領別紙２の２の のオの

（ネ）の交付要件の欄の要件を満たす

こと。 

充放電設備 車載型蓄電池からの電力の

取り出し、及び車載型蓄電池

に充電することができる設備

をいう。 

 国実施要項別紙２の２の のオの

（ノ）の交付要件の欄の要件を満たす

こと。 
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別表第２（第３関係） 

再生可能エネ

ルギー設備の

種類 

交付対象者 

自家消費型太

陽 光 発 電 設

備、蓄電設備

及び充放電設

備 

次の各号のいずれかに該当する者で、一関市暴力団等排除措置要綱

（平成28年一関市告示第69号。以下「暴力団排除要綱」という。）第

２第６号に規定する排除措置対象者でないものとする。 

 個人で、次に掲げる要件を全て満たすものとする。 

ア 自ら居住する市内の住宅又は当該住宅の敷地に再生可能エネ

ルギー設備を設置する者であること。 

イ 市内に本店、支店、営業所等（以下「本店等」という。）を有

する施工業者と再生可能エネルギー設備の設置に係る契約を締

結した者であること。 

ウ 市税を滞納していない者であること。 

 中小企業者等（ＰＰＡ事業者及びリース事業者を除く。）で、次

に掲げる要件を全て満たすものとする。  

ア 市内にある事業所等又は当該事業所等の敷地に再生可能エネ

ルギー設備を設置する者であること。 

 イ 宗教活動又は政治活動を目的とする団体でないこと。 

ウ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年

法律第122号）第２条に規定する風俗営業を営む者でないこと。 

エ 前号イ及びウの要件を満たす者であること。 

 中小企業者等（ＰＰＡ事業者及びリース事業者に限る。）で、次

に掲げる要件を全て満たすものであること。 

ア 市内に本店等を有するＰＰＡ事業者又はリース事業者である

こと。 

 イ 個人が居住する市内の住宅若しくは当該住宅の敷地又は中小

企業者等が市内に有する事業所等若しくは当該事業所等の敷地

に再生可能エネルギー設備を設置する者であって、当該個人又は

当該中小企業者等とオンサイトＰＰＡ又はリース契約を締結し

た者であること。 

ウ 第１号ウ並びに前号イ及びウの要件を満たすものであること。
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車載型蓄電池 次の各号のいずれかに該当する者で、暴力団排除要綱第２第６号に

規定する排除措置対象者でないものとする。 

  個人で、次に掲げる要件を全て満たすものとする。 

ア 自らが使用するために再生可能エネルギー設備を購入する者

であること。 

イ 市税を滞納していない者であること。 

 中小企業者等（リース事業者を除く。）で、次に掲げる要件を全

て満たすものとする。 

ア 市内にある事業所等の事業の用に供するために再生可能エネ

ルギー設備を購入する者であること。 

イ 宗教活動又は政治活動を目的とする団体でないこと。 

ウ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条に

規定する風俗営業を営む者でないこと。 

エ 前号イの要件を満たすものであること。 

 中小企業者等（リース事業者に限る。）で、次に掲げる要件を全

て満たすものとする。 

 ア 市内に本店等を有するリース事業者であること。 

イ 個人が自ら使用し、又は中小企業者等が市内に有する事業所等

で事業の用に供するために再生可能エネルギー設備を貸付ける

者で、当該個人又は当該中小企業者等と再生可能エネルギー設備

の使用に係るリース契約を締結している者であること。 

ウ 第１号イ並びに前号イ及びウの要件を満たすものであること。
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別表第３（第６関係） 

再生可能エネ

ルギー設備の

種類 

補助額 

自家消費型太

陽光発電設備 

次に掲げる額とする。ただし、その額に1,000円未満の端数が生じた

ときは、これを切り捨てた額とする。 

 個人の設置にあっては、出力１キロワット当たり７万円を乗じた

額又は補助対象事業に要した実支出額（消費税法(昭和63年法律第

108号)に規定する消費税及び地方税法(昭和25年法律第226号)に規

定する地方消費税の額に相当する額を除いた額。以下同じ。)のいず

れか少ない額とし、56万円を限度とする。 

 中小企業者等の設置にあっては、出力１キロワット当たり５万円

を乗じた額又は補助対象事業に要した実支出額のいずれか少ない額

とし、100万円を限度とする。 

蓄電設備 次に掲げる額とする。ただし、その額に1,000円未満の端数が生じた

ときは、これを切り捨てた額とする。 

 個人の設置にあっては、補助対象事業に要した実支出額に３分の

１を乗じた額で、41万3,000円を限度とする。 

 中小企業者等の設置にあっては、補助対象事業に要した実支出額

に３分の１を乗じた額で、126万6,000円を限度とする。 

車載型蓄電池 蓄電容量の２分の１に４万円を乗じた額（その額に1,000円未満の 

端数が生じたときは、これを切り捨てた額）又は補助対象事業に要し

た実支出額のいずれか少ない額とする。ただし、国実施要領２の の

オの（ネ）の交付率等の欄に規定するクリーンエネルギー自動車導入

事業費補助金の銘柄ごとの補助金交付額を限度とする。 

充放電設備 補助対象事業に要した実支出額に２分の１を乗じた額とする。ただ

し、その額に1,000円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた

額とする。 
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別表第４（第９関係） 

条項 提出書類及び添付書類 様式 提出期日 

規則第４条の規

定による書類 

地域脱炭素移行・再エネ推進重点対 

策加速化事業費補助金交付申請書 

１ 収支予算書 

２ その他市長が必要と認める書類 

第１号 

第２号の１ 

別に定める。 

規則第６条第１

項第１号、第２

号及び第３号の

規定による書類 

地域脱炭素移行・再エネ推進重点対 

策加速化事業費補助金交付変更（中 

止、廃止）承認申請書 

１ 収支予算書（変更） 

２ その他市長が必要と認める書類 

第３号 

第２号の２ 

変更（中止、廃

止）の事由の生

じた日から15日

以内 

規則第13条第１

項の規定による

書類 

地域脱炭素移行・再エネ推進重点対 

策加速化事業費補助金交付請求書 

１ 収支決算書 

２ その他市長が必要と認める書類 

第４号 

第２号の１ 

別に定める。 

規則第19条第１

項の規定による

書類 

地域脱炭素移行・再エネ推進重点対 

策加速化事業費補助金財産処分承認 

申請書 

１ その他市長が必要と認める書類 

第５号 別に定める。 
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